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川越市障害者相談支援事業業務委託仕様書 

 

１ 委託業務名 

川越市障害者相談支援事業業務委託 

 

２ 目的 

本業務委託は、川越市障害者等相談支援事業実施要綱（平成１８年４月１日）に基づく事

業の効果的な運営及び市民サービスの向上を目的とする。 

 

３ 定義 

この仕様書において、次の各号に掲げる用語の定義は、当該各号に定めるところによる。 

（１）障害者等 

障害者の日常生活及び社会生活を総合的に支援するための法律（平成１７年法律第１２

３号）（以下、総合支援法という）第４条第１項に規定する障害者及び児童福祉法（昭和

２２年法律第１６４号）第４条第２項に規定する障害児とする。 

（２）保護者 

児童福祉法第６条に規定する保護者とする。 

（３）福祉サービス  

総合支援法第５条に規定される障害福祉サービス等及び地方公共団体等が実施する支援

や便宜のこととし、民間団体等が独自に提供する支援や便宜を含むものとする。 

 

４ 業務対象者 

本業務の対象者は、次の各号のいずれかに該当する者とする。ただし、転居又は地域移行

等により援護市町村の変更が見込まれ、かつ本市の援護となる見込みである場合には対象者

とみなす。 

（１）市内に居住地を有する障害者等（総合支援法第１９条第３項又は第４項の規定によ

り、本市が支給決定を行っている者及び疑いのある者を含む） 

（２）前号に規定する障害児の保護者 

（３）第１号に規定する障害者等の支援を行っている者 

（４）前３号の規定にかかわらず、法第１９条第３項又は第４条の規定により他市町村（特

別区を含む）が支給決定を行っている者は、対象としない。 

 

５ 委託期間 

契約締結日から令和１３年３月３１日まで 

 

６ 実施場所 

 本業務の実施場所は、川越市障害者総合相談支援センター及び受注者が設置する指定特定相

談支援事業所等とする。 

 

７ 業務日及び業務時間 

 本業務の業務日及び業務時間は、原則次の各号に掲げるとおりとし、業務時間に業務対象者
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の相談等に対応できるよう必要な勤務体制を組むこと。ただし、次の業務時間以外において

も、緊急対応の必要が生じた場合は対応するものとする。 

（１）川越市障害者総合相談支援センター 

業 務 日 月曜日から土曜日（祝日、年末年始除く）まで 

業務時間 午前９時３０分から午後６時１５分まで 

（２）受注者が設置する指定特定相談支援事業所等 

業 務 日 当該指定特定相談支援事業所等が定める開所日 

業務時間 当該指定特定相談支援事業所等が定める開所時間 

 

８ 業務内容 

 受注者は、障害の種別や各種のニーズに対応した相談支援を行うこととし、次の各号に掲

げる業務を実施するものとする。なお、困難事例（解決困難・支援困難等）への対応も含む

ものとする。 

（１）福祉サービスの利用援助 

  福祉サービス利用についての情報提供、利用申請の援助、利用調整、生活相談等を行

い、福祉サービスへつながる段階で事業所へケースを引き継ぐ。 

（２）社会資源を活用するための支援 

各種制度、施設、住宅、生活情報等の紹介や利用支援等を行う。 

（３）社会生活力を高めるための支援 

社会生活力プログラムを意識した相談支援を行う。 

（４）権利擁護のために必要な援助 

成年後見制度に関する相談に応じ活用のための支援を行う。 

虐待を受けたと思われる障害者等を発見した場合は、関係機関と連携し、迅速に保護の

ための措置（支援）を行うよう努める。 

（５）専門機関の紹介 

障害者のニーズに応じてた専門機関の紹介や引継ぎを行う。 

（６）住宅入居等支援事業（居住サポート事業） 

障害者等の居住先の確保及び居住の安定に係る支援を行う。 

（７）市及び関係機関との円滑な連携 

相談支援の効果的運用のため、福祉総合相談窓口や他機関との連絡調整を行う。 

（８）その他、目的達成のために必要な事業 

受注者は、相談支援事業所等への巡回及び研修の実施等により、ケース検討・情報共有

などにおける指導・助言等を行うほか、その他発注者からの依頼に基づく業務を行う。 

 

９ 実施方法 

（１）受注者は、川越市障害者総合相談支援センターにおいて、「４ 業務対象者」に規定

する者からの電話・窓口等による初期相談に対応することとする。 

（２）受注者は、川越市障害者総合相談支援センターにおいて相談支援を行うため、他の受

注者と協議の上、１日当たり３名（土曜日は２名）の相談支援専門員が常駐されるよう

に調整しなければならない。ただし、緊急に対応が必要な場合は、この限りではない。 

（３）受注者は、地域で孤立し、支援が届きにくい状況にある人やサービス・社会資源（医

療機関、専門相談機関等）につなげるのが困難な人に対し、訪問による相談支援を行

う。 

 

10 人員体制 

（１）受注者は、令和８年４月１日時点において相談支援専門員の資格を有し、かつ次のい
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ずれかの要件を満たす者を常勤換算で１名以上配置することとする。 

 ①主任相談支援専門員の資格を有する者 

 ②社会福祉士、保健師、精神保健福祉士等の国家資格を有する者 

 ③一般相談支援事業又は特定相談支援事業における実務経験を３年以上有する者 

 ④高齢者・医療分野・生活困窮者支援分野その他類似する相談支援業務の実務経験を５年

以上有する者 

（２）受注者は、委託業務を管理する業務管理者を１名配置する。業務管理者は前号に規定

する相談支援専門員や他の業務との兼務ができ、非常勤も可能とする。ただし、発注者

との協議や調整、業務の報告、相談支援専門員の服務管理等が可能であり、業務時間中

は常時連絡調整が可能な者に限る。 

（３）本契約期間中に相談支援専門員及び業務管理者の交代を行う場合は、あらかじめ発注

者へ連絡して承認を得るとともに、必要な引き継ぎ期間を設け、円滑に業務が継続でき

るようにすること。 

（４）相談支援専門員が傷病等により長期間（概ね２週間以上）出勤できないと判明した場

合は、できる限り速やかに代替の相談支援専門員を休暇期間中及び引継ぎ期間も含めて

配置するようにし、業務が遅滞することのないよう配慮すること。 

（５）代替の相談支援専門員として従事する者については、第１号に規定する要件を満たす

者とし、相談の質を落とさないようにすること。 

 

11 運営に関する基本的事項 

（１）原則本人の同意のもとに、相談支援業務を実施すること。また、初回相談等の際には

個人情報の取扱いについて文書で同意を得ること。 

（２）ＩＣＦ（国際生活機能分類）に基づいたケアマネジメントを実施すること。 

（３）川越市総合相談支援センターの業務内容に基づき、公正・中立な事業運営を行うこ

と。 

（４）効率的な事業運営を行うこと。 

（５）「16 個人情報の取扱い」に基づき、個人情報の保護を徹底すること。 

（６）障害を理由とする差別の解消の推進に関する法律（平成２５年法律第６５号）を遵守

するとともに、発注者の取扱いに準じて、障害者に対する合理的配慮の提供に努めるこ

と。 

（７）川越市福祉相談センターのマニュアル等を踏まえた対応を行うこと。 

（８）相談支援専門員が、一般相談支援事業又は特定相談支援事業に従事する場合には、他

の相談支援事業所が受け付けることが困難な事例等、本業務の実施に支障のない範囲か

つ本業務の遂行上やむを得ない必要最小限の範囲とすること。 

 

12 業務管理 

（１）受注者は、相談支援専門員が業務に専念できるよう勤務体制、職務環境、訪問手段等

を整えなければならない。 

（２）受注者は、相談支援技術の向上を図るため、相談支援専門員に必要な研修を実施しな

ければならない。 

 

13 設備等 

（１）施設における設備等及び光熱水費等は当該施設の管理者が負担する。 

（２）自動車配備に関する費用や自動車運行に係る交通事故等の損害金、その他自動車整備

に関する一切の責任は受注者が負うものとし、その他設備類等に係る契約についても発

注者は関与しないものとする。 

（３）業務用パソコン及び業務に使用するアプリ等に関する費用や責任については、受注者

が負担する。 
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（４）川越市障害者総合相談支援センターにおけるインターネット環境は、発注者が整備す

る。ただし、受注者が設置する指定特定相談支援事業所等で利用する回線は受注者が負

担する。 

（５）前４号にかかわらず、当該業務遂行に関連して、受注者が必要と判断する設備等は、

受注者の負担で設けることができる。 

 

14 台帳等の整備 

（１）受注者は、業務に係る諸記録（相談受付票、ケース記録、業務日報・月報等）を整備

すること。 

（２）受注者は、本業務に係る経費と他の事業に係る経費とを明確に区分し、経理に関する

帳簿等、必要な書類の整備をすること。 

（３）諸記録を委託期間満了後５年間保管すること。 

（４）必要に応じ発注者への提出又は閲覧により、事業の進捗状況の確認を受けること。 

 

15 報告 

（１）相談支援専門員の資格及び業務実績等を確認するため、受注者は、契約締結後速やか

に業務管理者を指定し、業務従事者名簿及び委託業務実施計画書を発注者へ提出するこ

と。 

（２）受注者は、事業を適正かつ積極的に運営するとともに、相談内容、処理状況等につい

て、１月ごとに相談支援事業実施報告書を作成し、翌月１０日までに発注者へ報告しな

ければならない。 

（３）発注者は、委託業務実施報告書を受理したときは、その日から１０日以内に業務の完

了を確認するための検査を完了し、当該検査の結果を受注者に通知する。 

（４）受注者は、検査の結果疑義が認められる場合、補正を命じられたときは、発注者の指

定した期限内に遅滞なく当該補正を行い、再検査を受けなければならない。 

（５）受注者は、福祉総合相談窓口における対応に関する報告等を求められた場合、発注者

の求めに協力することとする。 

 

16 個人情報の取扱い 

受注者は、個人情報の保護に関する法律（平成１５年法律第５７号）を遵守し、業

務上知り得た情報等を他に漏らしたり、委託の範囲を超えて利用したりしてはなら

ない。また、契約終了後も同様とする。受注者の責により秘密が漏洩し、発注者が損

害を受けた場合、その損害に対し賠償する責を負うものとする。 

受注者は、発注者に対し、発注者が定める「個人情報の取扱状況チェックリスト」を提出

するものとし、発注者は、本業務に係る受注者の個人情報の取扱状況を確認するものとす

る。 

 

17 委託料の支払い 

（１）委託料の支払いは当該年度委託料につき各年度４回で支払うものとし、端数について

は最終回の支払月において処理するものとする。 

（２）支払月等は次の表のとおりとし、支払日は毎回１５日とする。なお、１５日が土日休

日の場合は、前営業日を支払日とする。 

 

支払月 支払基準 

５月（４月～６月分） 当該年度委託料の１／４ 

８月（７月～９月分） 当該年度委託料の１／４ 

１１月（１０月～１２月分） 当該年度委託料の１／４ 

２月（１月～３月分） 当該年度委託料の１／４（端数は当該支払月で処理） 
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18 苦情対応 

（１）受注者は、その提供した相談支援に関する利用者等からの苦情を解決するために、苦

情を受け付ける窓口を設置し、次に掲げる事項を遵守しなければならない。 

（２）苦情対応の責任者及び担当者、その連絡先を掲示するなど明らかにし、利用者等から

苦情の申立てがある場合は、迅速かつ誠実に対応すること。 

（３）苦情及び対応の内容について記録すること。 

（４）利用者等が苦情申立て等を行ったことを理由に不利益な取扱いをしないこと。 

（５）苦情があった場合は速やかに発注者へ報告すること。 

（６）この他、本業務委託等に関する内容の場合は発注者が対応することとする。 

 

19 事故発生時の対応 

利用者に対し、業務の提供により事故が発生した場合、発注者、当該利用者の家族等に連

絡を行うとともに、必要な措置を講ずること。また、事故の状況、処置について記録し、発

注者へ報告しなければならない。 

 

20 損害賠償 

（１）本契約の各条項に違反し、又は法及びその他の関係法令に違反し、利用者又はその家

族の生命、身体、財産に損害を与えた場合には、その損害賠償の義務を負う 。ただ

し、受注者に過失がない場合は、発注者との協議により解決する。 

（２）受注者は、当該事業の実施に伴う事故等に備え、業務運営に必要な保険に加入するこ

と。 

 

21 業務管理者会議 

受注者は、月１回以上、業務管理者会議を開催し、作成した日報・月報、業務記録等に基

づいて、市に運営状況を報告すること。 

月間スケジュール及び運営上の留意点などについて、市と情報を共有すること。 

 

22 留意事項 

（１）業務の引継ぎ 

受注者は契約終了後、他者に業務の引継ぎを行う必要が生じた場合には、利用者の利便

性を損なわないように必要な措置を講じ、円滑な引継ぎに努めるものとする。なお、業務

の引継ぎに要した費用は、全て受注者の負担とする。 

（２）情報開示 

発注者が受注者に対し本業務に係る情報の開示を求めたときは、受注者はこれに応じる

こと。 

（３）調査・検査 

業務委託の費用が適正に活用されているかを判断するため、発注者が受注者に対し本業

務に係る各種会計書類の提示を求めた場合は、受注者はこれに応じること。 

（４）権利の帰属及び目的外利用等の禁止 

本業務により得られたデータ及び成果品等は、発注者に帰属するものとし、これを本業

務以外の目的で使用しないこと。また、発注者に無断で第三者に提供しないこと。本業務

の履行期間が満了した後又は契約書に基づき契約を解除した後も同様とする。 

（５）契約終了後の本業務に関するデータの取扱い 

本業務の履行期間が満了するとき、又は契約書に基づき契約を解除するときは、受注者

は直ちに本業務に関する書類及び電子データを全て発注者に引き渡すこと。また、受注者

が所有するパソコン等に残存するデータは、責任をもって消去すること。発注者が、受注

者のパソコン等の電子データが消去されていることを確認する必要があるときは、受注者

はその確認に応じること。 
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（６）業務対象者への勧誘などの禁止 

受注者は、本業務を実施するにあたって、利用者に対し、自らの他の有償サービス

などの利用、勧誘などの営業活動又は金品若しくは役務の提供の要求を行ってはなら

ない。 

（７）その他 

・本仕様書は事業の提案をするに当たり、最低限の必要事項を掲載したものであり、本

仕様書に掲載のない事項についての提案（独自提案）も可能とする。業務内容について

は、本仕様書によるほか、企画提案書等での提案を踏まえて決定する。 

・この契約の締結後、消費税法（昭和６３年法律第１０８号）等の改正により、消費

税額等の額に変動が生じた場合は、発注者はこの契約を何ら変更することなく契約

金額に相当する消費税額等を加減して支払うものとする。ただし、税法上経過措置の

対象となる場合には、経過措置が優先して適用される。 

・本業務の再委託は原則として禁止する。ただし、やむを得ない事情により、本業務

の一部を第三者に再委託をする場合は、再委託する業務内容、再委託先の名称、再委

託が必要な理由を明記の上、事前に書面にて提出し、発注者の承諾を得る必要があ

る。 

 

23 疑義について 

本仕様書に定めのない事項及び仕様書の解釈に疑義が生じたときは、その都度発注者及び

受注者は誠意をもって協議の上、解決するものとする。 


